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2020年 7月 11日(土)・7月 12日(日) 

ＹＭＣＡアジア青少年センター 

９階 国際ホール にて 
 
   

 

高木仁三郎市民科学基金（高木基金）は、核や原子力の問題を在野の立場から

批判的に研究し、2000 年に亡くなった高木仁三郎の遺志によって設立され、仁

三郎の遺産と基金の主旨に共鳴する一般の方からの会費・寄付を財源として、

「市民科学」を志す市民やグループの調査研究活動への助成を行っています。 

設立から 2019 年度までの助成件数は 418 件、助成の合計額は 2 億 3464 万円

となりました。これまでの活動を支えて下さったみなさまに、心からお礼を申し

上げます。 

この成果発表会では、2019 年度に高木基金の助成を受けて実施された国内枠

調査研究 19 件について、研究の成果を広く一般のみなさんに報告します。 

ご参加のみなさまには、それぞれの成果発表に対して、率直なご意見やご助言

などをお聞かせいただきたく、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

認定ＮＰＯ法人 高木仁三郎市民科学基金 
〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-15 新井ビル 3階 

Tel & Fax 03-3358-7064 

E-mail info@takagifund.org http://www.takagifund.org 



高木基金 研究成果発表会 プログラム 
日 付 時 刻 助 成 先 調 査 研 究 テ ー マ 助成金額 

7/11 
(土) 

10:00  開 会 ・ 趣 旨 説 明 

10:10 
～ 

12:25 

コンゴの性暴力と紛争を考える会 
華井 和代さん 

コンゴにおける資源採掘と人権侵害の実態調査 80万円 

中皮腫サポートキャラバン隊 
鈴木 江郎さん 

中皮腫患者に対するピアサポート活動と石綿 
ばく露調査 

100万円 

放射能を含む廃棄物から子供たちと 
大久保の自然を守る住民の会 
北澤 勤さん 

放射性物質を含む廃棄物最終処分場予定地 
周辺の住民参加型環境調査 

40万円 

鴫原 敦子さん 
宮城県における「原発事故に向き合う市民の 
記録集」製作プロジェクト 

40万円 

12:25  昼 食 休 憩 （75分） 

13:40 
～ 

15:20 

島 明美さん 
伊達市の除染における住民対策についての調査 
研究ならびに宮崎早野論文の成立の経緯について 
の調査および市民による論文内容の批判と検証 

100万円 

いばらき環境放射線モニタリングプロジェクト 

天野 光さん 
福島原発事故による茨城県の放射能長期汚染と 
その特徴（２） 

40万円 

ふくいち周辺環境放射線モニタリング 
・プロジェクト 

中村 順さん *1 

福島第一原発周辺地域の空間および土壌の 

放射線測定 
50万円 

15:20  休     憩 （15分） 

15:35 
～ 

17:15 

福島老朽原発を考える会 
青木 一政さん 

焼却による放射性ごみ処分の問題点調査と 
環境汚染監視 50万円 

いわき放射能市民測定室たらちね 
鈴木 薫さん *2 たらちねβ線放射能測定プロジェクト 

500万円 
*3 

伊藤 延由さん 福島県飯舘村の村民のための、放射能による 
村内環境汚染の実態調査 25万円 

17:30  閉     会 
 

 
7/12 
(日) 

10:45  開  会 ・ 趣旨説明 

10:50 
～ 

12:30 

山﨑 真帆さん 
津波被災地域における「かさ上げ盛土工事」を 
めぐる市民の論理 

20万円 

川尻 剛士さん 
水俣病患者の生き直しに関する基礎的研究； 
生活史調査を通して 

20万円 

太平洋核被災支援センター 

橋元 陽一さん 
太平洋核実験による放射線被災実態を解明し、 
被災船員救済のための研究をすすめる 

50万円 

12:30   昼 食 休 憩 （75分） 

13:45 
～ 

15:25 

山本 章子さん 
グアム政府による米軍基地環境汚染調査 
―沖縄県へのインプリケーション 

40万円  

泡瀬干潟を守る連絡会 

前川 盛治さん 
沖縄県沖縄市泡瀬干潟の埋立工事に伴う干潟 
環境・生物相の変化 

40万円 

河北潟湖沼研究所 
再汽水化プロジェクトチーム 
高橋 久さん 

河北潟の再汽水化に向けた基礎研究① 
再汽水化する上での課題の整理 

50万円 

15:25  休     憩 （15分） 

15:40 
～ 

17:20 

遺伝子組換え食品を考える中部の会 

河田 昌東さん 
輸入遺伝子組換えナタネ輸送路沿道における 
ナタネの自生と交雑種に関する調査・研究 

30万円  

被ばく労働を考えるネットワーク 

なすびさん 

原発労働者の労働安全・補償制度と被曝労働 

災害の実態に関する国際調査（その３） 
50万円 

空気汚染による健康影響を考える会 

山本 海さん 

家庭用品から大気中に放散されるマイクロプラ 

スチックによる汚染実態調査 
40万円 

17:30    閉  会 

*1 代表者の満田正さんに代わって、中村順さんが発表します。 
*2 代表者の織田好孝さんに代わって、鈴木薫さんが発表します。 
*3 助成期間は 2015年 1月～2019年 12月です。 
 

やむを得ない事情により、発表者や発表時間帯が変更になる場合もありますのでご了承下さい。 



2020/7/11・12 高木基金 成果発表会配付資料 

 

【調査研究の概要】 

本研究は、世界有数の資源産出国であるコンゴ民主共和国（コンゴ）において資源採掘と地域住民への人権侵

害が結びついている現状を明らかにし、世界有数の資源消費国である日本の政府、企業、市民が責任ある行動を

とるための提言を行う。2019年度は、コンゴ東部での人権侵害の事態とガバナンスの問題を明らかにするため、

周辺国に逃れたコンゴ難民への聞き取り調査を行った。その結果として、武装勢力が地域コミュニティの破壊を

目的として住民への暴力を奮っていること、政府関係者による土地や採掘権の強奪が行われていること、そして、

恐怖と屈辱を与える手段として男女双方への性暴力が行われていることが明らかになった。 

情報公開・社会啓発活動としては、コンゴ人婦人科医のデニ・ムクウェゲ医師が2018年にノーベル平和賞を受

賞したことを記念して、5月にアフリカ学会でフォーラムを開催した。また、『すべては救済のために デニ・

ムクウェゲ自伝』の日本語訳が出版されたことを記念して、トーク・イベントを開催した。9月にはベルギーで

「コンゴの安全保障と経済発展」を主題とする国際会議を開催し、コンゴ研究者・実務家と情報共有を行った。

さらに、10月にはムクウェゲ医師を日本に招聘し、東京、広島、京都での講演会を開催するとともに、安倍首相、

JICA理事長、医療関係者、NGO/NPOなどとの会合を行った。来日の様子は新聞やテレビ番組などで取り上げられ、

日本社会における本問題への理解を深め、支援の輪を広げる機会となった。 

【調査研究の経過】 

2019年5月：日本アフリカ学会でフォーラム「ムクウェゲ医師のノーベル平和賞受賞：国際社会の責任を問い直す」を開催。 

2019 年 8～9 月：コンゴ共和国およびウガンダでの現地調査実施。（華井、米川） 

2019 年 9 月：ブリュッセルにて「コンゴの安全保障と経済発展」国際会議を開催、米川、大石が研究発表。 

2019 年 10 月：デニ・ムクウェゲ医師来日。外国特派員協会記者会見、JICA 理事長会談、東京大学講演会等の対応。 

2020 年 3 月：難民研究フォーラム『難民研究ジャーナル』にて華井論文「コンゴ民主共和国における資源採掘と紛争―資源と 

くらす人々」を発表。 

【今後の展望など】 

2020 年 3月にフォローアップセミナーの開催、ザンビアでの聞き取り調査、パリでの国際シンポジウム開催

を予定していたが、新型コロナウイルスの感染拡大により延期した。その後も、現地からの情報収集とムクウェ

ゲ医師のパンジ病院への支援活動に取り組んでいる。引き続き、日本の市民にアフリカの状況を伝え、世界の人々

との連帯・助け合いを呼びかける活動を継続していく。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 海外調査費 684、国内旅費 885 1,529 229 1,289 11 

会議費 日本国内およびベルギーでの会議開催費 1,206 13 1,193 0 

資料費 書籍、論文、資料購入費 67 67 0 0 

協力者謝礼等 会議講演者謝金 158 46 112 0 

人件費 事務担当者、会議開催補助者人件費 824 518 291 16 

その他 会議講演者旅費、消耗品費など 988 16 959 12 

合   計 4,772 889 3,844 39 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・コンゴの性暴力と紛争を考える会 https://congomm2016.wixsite.com/asvcc 

  現在は特定非営利活動法人 RITA-Congo（共同代表 米川正子・華井和代）に改組し、活動を継続している。 

 ・華井和代「コンゴ民主共和国における資源採掘と紛争―資源とくらす人々」、『難民研究ジャーナル』第 9 号、

難民研究フォーラム、2020 年 3 月 

グループ名 

・代表者名 

コンゴの性暴力と紛争を考える会  

華井 和代さん 助成金額 80 万円 

連絡先など  congomm2016@gmail.com 

助成のテーマ  コンゴにおける資源採掘と人権侵害の実態調査 
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2020/7/11・12 高木基金 成果発表会配付資料 

 

【調査研究の概要】 

中皮腫の原因は、そのほとんどが石綿（アスベスト）ばく露と言われるが、我が国では石綿を大量に輸入・使

用したことで多くの労働者や住民が石綿ばく露した。潜伏期間を踏まえると、2000年代～2030年代は中皮腫患

者が多く発症する可能性が考えられる。しかし中皮腫は希少がんとして治療法の選択が限られている。また中皮

腫患者は同じ患者と会う機会も少なく、精神的に孤立しやすい状況であり、患者同士が互いに励まし、支え合う

“ピアサポート活動”の重要性・必要性は高まっている。 

本調査では、以下の通り 45項目 184個の質問を設け、アンケート調査を行った。 

（１）回答者の性別、年代、居住地、中皮腫の種類と病期、（２）手術、抗がん剤、放射線治療などの作用や副

作用、通院頻度、（３）医療機関の初診、確定診断の時期、セカンドオピニオンの有無、（４）就労の状況、収入

の変化、労災保険や救済給付の手続きの重要度と満足度、（５）職歴、石綿ばく露の自覚の有無、（６）治療段階

別の気持ちの変化について 

本調査では以下について特徴的な傾向が確認された。 

 ① 経済状況の変化と生活の困窮では、世代別で大きく傾向が異なる。 

 ② 医療機関の対応によって、患者が利用する制度が大きく影響される。 

【調査研究の経過】 

 2019 年 4 月：中皮腫サポートキャラバン隊・静岡講演会＆患者交流会でアンケート実施（以降、11 月までに、同様の取り組み 

を、富山、名古屋、新潟、岡山、米子、青森、盛岡、山形、福島、札幌、室蘭、函館、金沢、釧路、旭川、北見、秋田、仙

台、小倉、宇都宮、佐賀、長崎、熊本、鹿児島で開催） 

 2019年 4月：東京の中皮腫患者を訪問し、アンケートを実施（以降、2020年 3月までに、金沢、大阪、沖縄、富山、岐阜、埼

玉、横浜、西宮、千葉の患者を訪問し、アンケートを実施） 

 2019年 8月：ジャパンキャンサーフォーラム中皮腫セミナーに参加しアンケート実施 

 2019年 9月：「日本石綿・中皮腫学会」にて本アンケート調査を紹介 

 2019年 11月：環境省石綿健康被害対策室と面談し本アンケート調査を紹介 

【今後の展望など】 

・本調査結果はWEBサイトで発表し、患者同士のピアサポートや今後の療養生活に役立ててもらう。学会発表 

 を行い、中皮腫ガイドライン作成時に反映させる。また行政機関へ制度の改善を要求していく。 

・2020年度も継続的に調査を行い、本調査で明らかになった現状をより詳細に掘り下げていく。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 各地での講演会、患者交流会、患者訪問の旅費 1,094 786 0 308 

会議費 会場費、会議交通費 84 84 0 0 

人件費 一人 1日 5千円 130 130 0 0 

合   計 1,308 1,000 0 308 

 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・中皮腫サポートキャラバン隊 https://asbesto.jp/archives/category/caravan 

 

グループ名 

・代表者名 

 中皮腫サポートキャラバン隊  

 鈴木 江郎さん 助成金額 100 万円 

連絡先など  actcommons@gmail.com 

助成のテーマ  中皮腫患者に対するピアサポート活動と石綿ばく露調査 
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2020/7/11・12 高木基金 成果発表会配付資料 

 

【調査研究の概要】 

2015年から長野県宮田村に福島第一原発事故由来の放射能汚染された廃棄物（8000ベクレル以下）を含む最

終処分場の建設が民間事業者により計画されている。予定地は、天竜川と中央アルプスから流れ込む太田切川の

合流地点に近く、地下水の挙動が複雑であることから、廃棄物処分場の立地としての適正を慎重に評価検証する

必要がある。本調査研究では、予定地周辺の井戸と2つの河川の計11ヶ所において水位・水質を、年間を通じて

月2回調査し、地下水の挙動を把握するためのデータを収集した。 

このモニタリング活動は、住民が学習会や実地研修を通して調査の意義や方法を専門家から学び、上流・下

流（宮田村と駒ヶ根市）の二つの集落が連携して実施した。また、大気や土壌環境への放射性物質等の放出も懸

念されることから、現状の環境状況の把握と継続したモニタリングの意義、方法を専門家から学ぶ住民学習会を

実施した。学習会の開催や参加型調査により、事業監視のための住民の能力向上と、地域全体の協働体制の構築

が促進された。 

【調査研究の経過】 

2019 年 4 月：地下水・河川水 6 ヶ所の観測を 3 回実施。以降、毎月 2 回程度の調査（6 月からは下流域を含む 11 ヶ所）を継続中。  

7 月：地下水観測に関わる学習会の開催（講師 環境地盤研究所 徳竹真人氏） 

7 月：ゴミ弁連総会にて報告 

   12 月：大気・土壌調査のための学習会（講師、Ｃラボ／みんなのデータサイト 大沼淳一氏） 

【今後の展望など】 

・調査結果は、裁判となった際や、処分場認可申請が提出された際に審査を行う長野県に対し、立地の適正を正

しく評価するための資料として活用し、また万一、処分場の建設、操業が始まった場合には、汚染物質漏洩等の

有無のモニタリング比較基準とする。 

 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 学習会講師交通費 21 21  0 

機材・備品費 放射線測定器、風向風量計、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秤 211 211  0 

印刷費 学習会資料印刷費 7 7  0 

協力者謝礼等 学習会講師謝金 30 30  0 

外部委託費 井戸水検査 62 38  24  

人件費 地下水等観測 221 90  131  

その他 参考書籍、消耗品など 18 3   15   

合   計 570 400  170 

 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・放射能を含む廃棄物から子供たちと大久保の自然を守る住民の会 https://www.facebook.com/gcnofrw/ 

グループ名 

・代表者名 

 放射能を含む廃棄物から子供たちと 

 大久保の自然を守る住民の会  北澤 勤さん 
助成金額 40 万円 

連絡先など  https://www.facebook.com/gcnofrw/ 

助成のテーマ  放射性物質を含む廃棄物処分場予定地周辺の住民参加型環境調査 
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【調査研究の概要】 

本研究では、東京電力福島原発事故後の宮城県の被害状況が十分に認知されてきていない現状を踏まえ、草の

根レベルで原発事故に向き合ってきた市民社会の記録を残す活動に取り組んだ。編集委員メンバー間で、「誰に

向けて、何のために記録を残すのか」についての議論を重ね、以下の3つの視点からの記録集とすることを確認

した。 

１）宮城県の市民の間で、この問題を過去のものにせず自分たち自身の問題として共有するための記録。 

２）チェルノブイリの経験から自分達が学んできたように、自分達の経験的知見が有用になる可能性があること

を想定して残す記録。 

３）この地域に暮らした子ども達の将来のために残す記録。 

本研究を通して、宮城県では、事故当初の実態把握や情報開示の在り方が非常に消極的で、市民の潜在的「不

安」の要因になっていることが改めて浮き彫りになった。また、各地で実態把握と放射線防護に関する要望が出

され、2012年7月には健康調査の体制の確立を求める請願書が議会で可決されたものの、具体的な動きにはつな

がらなかった経緯も明らかになった。他方、これまで地域社会が担ってきたケアの基盤が原発事故によって分断

される中で、県内各地で多様な人々が、子どもの健康を見守り支えていく新しいネットワークを模索する動きも

見られている。 

【調査研究の経過】 

2019 年 4 月～2020 年 1 月「記録集」製作呼びかけ人メンバーによる編集会議を大河原で 6 回開催。2020 年 2 月以降、コロナ感

染予防のため変更。 

2019 年 4 月～聞き取り調査を実施。（放射能汚染問題を考える大崎の会、大崎住民訴訟原告団長、丸森町・筆甫まちづくりセンター、

子どもの健康を考える会いしのまき、原子力問題研究会、TEAM県北 inみやぎ、石巻市元養護教諭、5年後10年後子どもたちが健や

かにそだつ会 せんだい・みやぎ、仙台市市民放射能測定室「小さき花」、放射能問題支援対策室「いずみ」、保養支援活動「ち

いたび」、食品計測室「いのり」他、検査担当医師や養護教諭、議員などともヒアリングを行った。） 

2020 年 2 月 記録集タイトル決定『3・11 みんなのきろく みやぎのきろく』 

【今後の展望など】 

市民的立場で得られた測定・調査活動に基づくデータや自治体への要請活動の記録など、県内各地に散在する

情報を網羅的に収集し「記録集」の発行を予定している。こうした市民の動きを記録することは、原発事故が地

域社会に何をもたらしたのか、そこに暮らす人々にとって何が脅かされたのかを逆に照らし出すことでもあり、

周辺地域の被害を切り捨て、原発事故被害そのものを矮小化していく流れに抗うためにも、同様の問題状況を抱

える福島県に隣接する周辺地域と連携しながら、今後も研究活動を展開していきたいと考えている。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 
仙台ー大崎 4 回、仙台―築館 3 回、岩沼－石巻 4 回

ガソリン代(県北 11 回、県南 20 回) 
88 70 0  18 

会議費 第 3 回～第 6 回編集会議 5000 円×4 回 20 20 0 0 

印刷費 
レーザープリンタートナー6000 円×4 本 

版下作成（publisher）ソフト 16000 円/台×2 
56 40 0 0 

協力者謝礼等 版下作成作業協力 2 名 20 20 0 0 

外部委託費 冊子刷費見込み （120 頁×1000 部） 253 250 0 3 

その他  20 0 0 20 

 合   計  458 400 0 58 
 

 氏  名  鴫原 敦子さん 
助成金額 40 万円 

連絡先など  ashigi2005@yahoo.co.jp 

助成のテーマ  宮城県における「原発事故に向き合う市民の記録集」製作プロジェクト 
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【調査研究の概要】 

この調査研究の目的は、第一に、福島第一原子力発電所事故後、伊達市が2011年8月に開始した全市民を対象

としたガラスバッジを用いた外部被曝線量測定データを用いて作成され、Journal of radiation Protection(JRP)

誌上で発表した2つの論文（宮崎早野第1論文および第2論文）についての検証であり、もう一つは市民の7割が

居住する伊達市内で空間線量率が相対的に低いCエリアとよばれる地域に対して行われた、除染は不要であると

いう市主導の市民宣撫についての調査である。 

宮崎早野論文（以下、論文）については、2018年12月と2019年1月に東京大学と福島県立医科大学（以下医

大）に対し研究不正申し立てを行った。東大と医大は2019年7月27日に調査結果を公表し、論文には誤りがある

ものの不注意によるもので研究不正にはあたらないとした。その後医大に情報公開請求を行うことにより、調査

報告書が開示された。また、2020年3月17日には伊達市が前年2月に設置した「伊達市被ばくデータ提供に関す

る調査委員会」の報告書が公開された。 

これらの調査報告書を精査し、さらなる情報公開請求を行うことで明らかになった論文の核心に迫る新事実に

ついて特筆すべきものは、論文作成のために用いられたとする2011年9月から2015年6月までのガラスバッジ測

定データのうち2014年7月から2015年6月までのものが著者に提供されていないという事実である。この期間に

対応する第１論文と第２論文の複数の図が捏造されている可能性が非常に高いことになる。これらの新たな事実

などを指摘する論文を批判する３編のLetter to EditorがJRPによって2020年3月に受理されており、この数か月

のうちに宮崎早野論文問題は大きな転機をむかえるであろう。 

【調査研究の経過】 

2019年4月：「低線量詳細モニタリング事業アンケート」を市民数名とともに閲覧（伊達市役所内） 

2019年4月：「福島原発事故の避難区域外における＜被ばくのおそれ＞の危険性を軽くみせようとした「宮崎・早野論文問題」勉強

会」 

2019年5月：市民団体「個人被ばく線量計データ利用の検証と市民生活環境を考える協議会」設立 

2019年5月、6月：岩波の『科学』5、6月号に論考発表  

2019年9月：伊達市議会にて中村議員の一般質問にて論文の追及と周知（陳述書提供） 

2020年3月：伊達市被ばくデータ提供に関する調査委員会最終報告／伊達市議会 特別委員会 

【今後の展望など】 

伊達市が主導した住民宣撫については、25000枚にのぼる資料の電子化を行うところであり、今後本格的な調

査に進む予定。2019年5月に市民団体を立ち上げ、勉強会等を開催してきた。現在、伊達市民への周知のために

団体の会報を作成中である。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費、移動費 交通費、ガソリン代 64 46  18 

資料費 情報開示請求 254 254  0 

機材・備品費 プロジェクター、スクリーン、ケーブル等 127 127  0 

その他 会議費、印刷費用 30 30  0 

合   計 475 457  18 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

・岩波書店 雑誌『科学』特設サイト「ゆがむ被曝評価」https://www.iwanami.co.jp/kagaku/hibakuhyoka.html 

氏  名  島 明美さん 

助成金額 100 万円 

連絡先など  

助成のテーマ 
伊達市の除染における住民対策についての調査研究ならびに宮崎早野論文の 

成立の経緯についての調査および市民による論文内容の批判と検証 
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2017 12 6 Miyazaki, Makoto, and Ryugo Hayano. 
“Individual external dose monitoring of all citizens of Date City by 
passive dosimeter 5 to 51 months after the Fukushima NPP accident 
(series): 1. Comparison of individual dose with ambient dose rate 
monitored by aircraft surveys.” Journal of Radiological Protection 37, 
no. 1 (2017): 1-12. 
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1361-6498/37/1/1/pdf.

2 2017 7 6 Miyazaki, Makoto, and Ryugo Hayano. 
“Individual external dose monitoring of all citizens of Date City by 
passive dosimeter 5 to 51 months after the Fukushima NPP accident 
(series): II. Prediction of lifetime additional effective dose and 
evaluating the effect of decontamination on individual dose.” Journal 
of Radiological Protection 37, no. 3 (2017): 623-634.
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1361-6498/aa6094/pdf.
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【調査研究の概要】 

本調査は、住民による茨城県での空間線量の測定を主体とし、茨城県におけるホットスポットや、これまであ

まり測定が行われていない放射性ストロンチウム汚染の特徴を明らかにするものである。 

空間線量に影響する放射性核種は、天然放射性核種以外ではセシウム-137（半減期 30年）が主となっている。

これまでの測定により、測定場所での空間線量の将来予測も可能。植物や土壌（0～5ｃｍ、5～10cm 深さ）中

の放射能の測定も行い、土壌や植物中 Sr-90/Cs-137比や土壌から植物への移行係数を明らかにし、茨城県にお

ける福島第一原発事故による汚染の特徴を明らかにする。 

線量率の高さ分布に関しては、我々の測定では主に国の基準で校正された測定器日立アロカ製 TCS-172B を

用い、簡易測定器も併用して行った。ホットスポットの探索は、1ｍ高さでの歩行サーベイとし、スマホの位置

情報と連動した空間線量率計を用いて、グーグルマップ上に線量率毎に色分け（0.23μSv/h 以下、0.23-0.5μ

Sv/h、0.5μSv/h 以上）してマッピングした。2019 年度は、国営ひたち海浜公園や日立市の風神山などで除染

基準以上の場所が見つかった。 

放射能汚染の指標として松葉を採取し、採取地の土壌とともに測定を行った。１年葉の松葉への Cs-137の見

かけの移行係数は 0.1～0.2 と高く、空間線量率の高さ分布は松林内では地表面より 1m 高さの方が高い場合が

あり、松葉へのCs-137の見かけの移行係数の高さと整合的だった。測定を行った松葉（1年葉）中のSr-90/Cs-137

比は 0.01～0.06 で、これらの数値は、土壌中の Sr-90 及び Cs-137 濃度に依存している。土壌中深さ分布につ

いては、松の根元の砂質土の未耕作地では 5～10cm深さに約 12%が存在していて下方浸透していた。 

【調査研究の経過】 

2019年 4月：スマホ連動型空間線量率計と高精度空間線量計を購入。空間線量が高い渚の森公園で作動試験、機器校正。 

    4月：水戸にて 2019年度モニタリングプロジェクトメンバーのキックオフミーティングを開催。 

     5月：「第 20回 環境放射能研究会」論文集にこれまでの調査に基づく論文を提出。  

     5月：茨城県南地区（牛久市、阿見町）においてメンバー間で測定のクロスチェック。 

     8月：「こつこつ測り隊」のメンバーとひたちなか市の国営海浜公園で共同測定を実施。 

     9月：茨城県内にて、土壌（深さ 0-5cm、5-10cm）及び植物（松葉）、野菜（馬鈴薯）の採取 

【今後の展望など】 

今後は、茨城県内でこれまで未測定及び高線量であった場所における測定を継続して行う。さらに、茨城周辺

地域での測定も行い、市民に分かりやすいマッピング図を作成し、放射線の影響に関する最新情報とともに、パ

ンフレットを作成し、市民に提供していく。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 交通費及び調査車両のガソリン代 220 86  134 

機材・備品費 スマホ連動休刊線量計 231、空間線量計 38 269 269  0 

会議費 プロジェクトメンバーの高木基金面接旅費等 5 5  0 

外部委託費 Sr-90測定費用及びGe測定費用 40 40  0 

その他 消耗品費など 70 0  70 

合   計 604 400 0 204 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・いばらき環境放射線モニタリングプロジェクト https://www.facebook.com/IBARAKIERMP/ 

グループ名 

・代表者名 

 いばらき環境放射線モニタリングプロジェクト 

 天野 光さん 助成金額 40 万円 

連絡先など  ana31486@nifty.com 

助成のテーマ  福島原発事故による茨城県の放射能長期汚染とその特徴 (2) 
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【調査研究の概要】 

「ふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェクト」は、福島県と主に首都圏在住の市民有志によって構成

され、東京電力福島第一原発の事故後、2012 年 10 月から継続して第一原発周辺の市町村を測定・記録してい

る。また、測定結果は分かりやすい形で公開し、被災者の方々の健康と命を守るために役立てて頂くほか、原発

事故による被害の甚大さをより多くの人びとに知って頂くことを願っている。 

これらのデータは、その都度可視化図にまとめ、Web サイトならびに Facebook 頁で公開するとともに当該

市町村役場や管轄する消防本部にお届けし、希望者には無償でデータ提供もしている。また、そうした被災者の

権利と尊厳を守るための訴訟資料としても提供している。 

2019 年度、私たちは環境省の「除去土壌再利用実証事業」の対象地である小高区（南相馬市）の常磐高速道

路を拡張する建設用地周辺の放射能を測定した。現在、環境省の「除去土壌再利用実証事業」は、地元の居住者

たちの強い反対により工事は停止している。 

さらに、懸案だった飯舘村の放射能測定と、南相馬市の山側 8行政区の 5巡目の放射能測定を開始した。 

2019 年 12 月と 2020 年 1 月には、他団体と協力して 2020 東京オリンピックの聖火リレー･コースを測定し

た。そのデータは可視化しパンフレットにして配布、海外特派員協会（FCCJ）の記者会見で報告した。 

【調査研究の経過】 

・モニタリングの経過  2019 年 4 月：第 60 回（南相馬市小高区西側）、5 月：第 61回（南相馬市小高区西側）、6月：第 62 回 

（飯舘村長泥行政区周辺）、7月：第 63回（飯舘村南部）、8月：第 64回（飯舘村南部）、9月：第 65回（飯舘村南部）、10月：

第 66 回（南相馬市鹿島区）、11 月：第 67 回（南相馬市鹿島区）、12 月：第 68 回（浜通りの聖火リレーコース、南相馬市市原

区）、2020 年 1 月：第 69 回（川俣町山木屋の聖火リレーコース、富岡町、楢葉町、南相馬市原町区）、3 月：第 70 回（南相馬

市原町区、常磐線 夜ノ森駅、大野駅、双葉駅周辺、大熊町、双葉町） 

【今後の展望など】 

・すでに着手している南相馬の山側 8 行政区通算 5 巡目の測定を進め、南部のみで終わっている飯舘村の残り

部分の測定も視野に入れている。個人宅の測定も、ご依頼があれば可能な限り応じている。 

・新型コロナウイルスのため、第 72 回モニタリング（5 月）は中止せざるを得なかったが、状況が改善され次

第、測定活動を再開したい。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 延べ 120名(＠1万円) 1,200 0 0 1,200 

機材・備品費 測定機器校正費 211、保険料 28、修理費 345 584 334 50  200 

印刷費 インク/用紙など 20 0 0 20 

外部委託費 測定・分析結果の可視化図など 56 56 0 0 

運営経費 
ネット回線料、郵送費、測定活動費など（ガソリン

代含む） 
344 110 200 34 

その他 宿泊維持費（トイレ清掃、灯油代、電気代など） 58 0 50 8 

合   計 2,262 500 300 1,462 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・ふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェクト  http://f1-monitoring-project.jp/ 

 ・Facebook https://www.facebook.com/fukuichi.mp/ 

グループ名 

・代表者名 

 ふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェクト 

 満田 正さん 
助成金額 50 万円 

連絡先など 
 postmaster@f1-monitoring-project.jp 

 090-2524-2959（中村） 

助成のテーマ  福島第一原発周辺地域の空間および土壌の放射線測定 
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【調査研究の概要】 

私たちは、放射能ごみ焼却による放射能の再拡散の問題に対して市民科学の立場から、その問題点を明らかに

することに取り組んでいる。長野県東御市では、着工中の木質バイオマス発電計画に疑問を持った住民グループ

の依頼を受け、地域で 3回の講演会を行った。こうした学習活動を通じ、東御市では「木質バイオマスチェック

市民会議」が立ち上がり、協定書の締結を目指した活動や、リネン吸着法による大気中粉じんの監視の体制が作

られた。定期的な監視を継続することや、活動を市民に広報することで、バイオマス発電業者に対し、環境汚染

をさせないよう牽制をしてゆく体制ができた。宮城県大崎市では汚染稲わらなどの農林業系汚染廃棄物の焼却が

始まった。この焼却の中止を求める裁判が提起され、これを支援するために、リネン吸着法による大気中粉じん

のセシウム濃度調査を行った。その結果、焼却炉からセシウムを含む粉じんが漏れている有力な証拠が得られ、

裁判への証拠書面として提出した。また福島県田村市での木質バイオマス発電に反対する取り組みに対しても支

援を行っている。 

【調査研究の経過】 

・長野県東御市での木質バイオマス発電問題： 

  2019年 4、6、10月に現地で講演。木質バイオマス発電の問題性を解説。11月に東御市住民による「木質バイオマスチェック

委員会」発足。運転開始に備えてリネン吸着法調査を開始。市長による説明会要求署名開始。 

・宮城県大崎市での放射能ごみ焼却問題： 

  2019年 5月、大崎市放射能汚染廃棄物試験焼却（冬季 3か月間）のリネン吸着法監視結果を公表。12月、公金支出停止裁判に、 

リネン吸着法による監視結果を、焼却炉からのセシウム粉じん漏れを示すデータとして証拠提出。 

・福島県田村市木質バイオマス発電問題： 

  2019年 6月 情報開示請求により計画中の木質バイオマス発電の協議会説明資料を入手。事業者が「安全・安心のため設置」

と 説明するHEPAフィルターが、十分な性能を実現できない設備であることを分析。9月、田村市住民が、田村市のバイオマ

ス 発電事業者に対する補助金支出が不当であるとして提訴。事業者側反論への分析等に協力している。 

【今後の展望など】 

・今後の課題 1）大崎市の放射能ごみ焼却裁判における技術面からの支援、2）田村市バイオマス裁判におけ

る技術面からの支援、3）リネン吸着法による微小粒子吸着の特性の明確化、4）リネンに吸着した粒子の X

線マイクロアナライザによる元素分析、5）リネンに吸着した粒子の水溶性/非水溶性の検証、6）各地の焼却

炉、木質バイオマス発電所周辺でのリネン吸着法による調査。 

・福島原発事故から 9年が経過、放射能問題への関心が薄れています。「リサイクル」、「薄く広く拡散」などに

よりますます見えにくく隠されてゆく可能性がある。粘り強くこれらの問題を明らかにし、放射能のばらまき

を止める運動に貢献したい。 
 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 出張旅費（宮城県大崎市、福島県田村市等） 570 0 570  0 

検査費 リネン吸着法、土壌の放射鵜分析費用 1,179 500 679  0 

印刷費 報告書、パンフレットなど 52 0 52  0 

その他 資料費、消耗品費、通信費など 6 0 6 0 

合   計 1,807 500  1,307 0 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・福島老朽原発を考える会（フクロウの会）http://fukurou.txt-nifty.com/ 

・報告集「止めよう！放射能のばら撒き～ 除染ごみ焼却と木質バイオマス発電を考える～ 第 2弾」 

  http://fukurou.txt-nifty.com/fukurou/2020/04/post-46643a.html 

グループ名 

・代表者名 

 福島老朽原発を考える会（フクロウの会） 

 青木 一政さん 助成金額 50 万円 

連絡先など  QZL00322@nifty.com 

助成のテーマ  焼却による放射性ごみ処分の問題点調査と環境汚染監視 
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【調査研究の概要】 

2014年から資金準備と技術面の準備など各方面に協力を要請し、同年 10月にラボが完成した。 

たらちねは被災地の測定室なので、結果はできるだけ早く出せるよう、国が定める公定法（結果が出るまでに

2ヶ月程度かかる）ではなく、様々な道具を駆使した迅速法で測定することに決めた。迅速方では、測定だけな

らば 1週間程度で結果が出る。 

ストロンチウム 90 の測定は、前処理の乾燥・灰化、酸処理、ミルキング 、レジン処理など測定まで様々な

工程がある。ストロンチウム 90 を測定する場合は、双子核種のイットリウム 90 を抽出し測定する方法を用い

る。イットリウム 90は、きちんと抽出できているかの回収率を確認したり、自分たちの測定が正しいかどうか

のクロスチェックも必要である。測定する試料は、食品、水、土壌、海水、資材、植物、動物の骨など様々であ

る。国では、ストロンチウム 90はセシウムを測定すれば対比が決まっているので、おおよそ判断できる、と言

っている。しかし、測定をしてみると試料の成分などの違いから、一般にいわれている対比の通りではないこと

がわかった。例えば、カルシウム成分の多い桑の葉などは、ストロンチウム 90値が高く、土壌中に含まれるス

トロンチウム 90を好んで吸い上げてしまう様子がわかった。 

 また、たらちねでは、トリチウムという核種の測定も行なっている。福島県沖の海水などにも含まれているが、

松ぼっくりなどの組織の中にも入り込んでいることが、たらちねの測定からわかっており、今後も継続的に測り

続けることが必要だと思っている。また、一般にトリチウムの影響が大きいといわれている玄海原発近隣の植物

と福島原発近隣の植物の測り比べなどから、福島原発近隣の方がトリチウムの値が高いことがわかった。 

【調査研究の経過】 

2019年 1月：ストロンチウム 90測定件数：14件、トリチウム測定件数：6件  

＊ベータ線核種の測定においてはイギリスの土壌測定なども実施した。 

2019年 2月：ストロンチウム 90測定件数：6件、トリチウム測定件数：4件 

2019年 3月：ストロンチウム 90測定件数：10件、トリチウム測定件数：7件 

2019年 4月：ストロンチウム 90測定件数：15件、トリチウム測定件数：4件 

＊双葉郡や南相馬地区の土壌から高濃度のストロンチウム 90が検出された。 

2019年 5月：ストロンチウム 90測定件数：10件、トリチウム測定件数：4件 

2019年 6月：ストロンチウム 90測定件数：12件、トリチウム測定件数：6件 

2019年 7月：ストロンチウム 90測定件数：12件、トリチウム測定件数：4件 

2019年 8月：ストロンチウム 90測定件数：9件、トリチウム測定件数：5件 

2019年 9月：ストロンチウム 90測定件数：8件、トリチウム測定件数：3件 

＊ストロンチウム 90分析の絵本「たらちね ストロンチウム 90分析の巻」を発行。 

2019年 10月：ストロンチウム 90測定件数：7件、トリチウム測定件数：3件 

2019年 11月：ストロンチウム 90測定件数：14件、トリチウム測定件数：3件 

2019年 12月：ストロンチウム 90測定件数：10件、トリチウム測定件数：5件 

【今後の展望など】 

・2019 年にたらちねではストロンチウム 90 の分析法を細かく記した絵本を出版しました。これは、この難し

いベータ線の測定を多くの人々に知ってもらい、測定の輪を広げることが目的です。 

・たらちねの活動は、子どもたちの健康と未来を守ることが目的であり、子どもが歩む道をととのえていくこと

が日々の仕事です。そのために、真面目に丁寧に仕事をし、正確な測定値を出すことを心がけ努力しています。 
 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

機材･備品費 液体シンチレーションカウンター購入費 10,000 5,000 0 5,000 

合   計 10,000 5,000 0 5,000 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・いわき放射能市民測定室たらちね『たらちね ストロンチウム 90測定の巻』2019年 9月 

 ・いわき放射能市民測定室たらちね https://tarachineiwaki.org/ 

グループ名 

・代表者名 

いわき放射能市民測定室たらちね 

織田 好孝さん 
助成金額 

500 万円 

助成期間： 

2015 年 1 月～ 

2019 年 12 月 
連絡先など tarachie@bz04.plala.or.jp 

助成のテーマ たらちねβ線放射能測定プロジェクト 
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【調査研究の概要】 

飯舘村は 2017 年 3 月 31 日に帰還困難地域の長泥行政区を除き避難指示解除された。3 年経過した村には、

2020年 4月 1日現在、帰還者 1,240名、転入者 169名を含め 1,452名（737世帯）が村内に居住している。 

帰還者 1,240名の 70％程が 60才以上で、帰還しない人は既に村外に住まいを建てて新しい生活を始めている。 

村に戻った人たちは帰還した村が事故前の村では無いことに気付く。事故前、230平方 kmに 6,500名が居住

していたが、現在は同じ面積に 1,400名が住む。何故多くの村民がこの村への帰還を諦めて村外に居住を決めた

のか、あるいは帰還を躊躇しているのか？やはり村内の放射線環境が最も大きな理由ではないのか？ 

国はこの村に約 4,000 億円を投じて除染を行ったが、村の面積の 15%に過ぎず、山林等未除染の場所は依然

として空間線量率 1.0～2.0μ㏜/h、土壌の汚染濃度も 2万～3.5万㏃/kgの値を示し、回復は減衰を待つのみ。 

農産物は農地の除染と肥料散布により国の基準値（100 ㏃/kg）以下になったが、自然の恵みだった山菜や茸

は依然として国の基準値を大幅に超えるものがある。山林の放射能汚染は不均一で、測った物はこの値というこ

とはできるが、測らない物は分からないのが実態。 

 以上から、原発事故からの復興はあり得ないというのが飯舘村で 9年間測り続けた結論です。 

【調査研究の経過】 

 2019年 4月～2020年 3月：福島県飯舘村に居住し、土壌、山菜、 

 樹木、野菜などの放射能測定を実施してきた。測定件数は右表の 

 通り。 

 

種別 合計 村内 村外 

土壌 63 60 3 

山菜 33 32 1 

茸 20 14 6 

樹木 43 40 3 

果樹 18 11 7 

野菜 25 14 11 

その他 40 29 11 

合計 242 200 42 

【今後の展望など】 

・避難指示解除には年齢による制限はありません、現に村の情報 

では、産まれたばかりの赤ちゃん 4人を含め 30名余の若者が住ん

でいます、この環境で過ごすことが、将来の健康に悪影響をもたら

さないことを祈るばかりです。 

 

会 計 報 告 書 の 概 要 （金額単位：千円） 充当した資金の内訳 

支 出 費 目 内  訳 支出金額 
高木基金の 

助成金を充当 

他の助成金 

等を充当 
自己資金 

旅費・滞在費 格子旅費・調査研究旅費等 467 200 0 267  

機材・備品費 栽培実験用器材、種子、肥料、土壌等 124 50 0 74 

印刷費 配付資料 8 0 0 8 

協力者謝礼等 講師謝礼 30 0 0 30 

その他  15 0 0 15 

合   計 644 250 0 394  

 

参考文献（ウェブサイトや書籍、成果物など） 

 ・『月刊むすぶ』に多数記事を掲載、「自然の恵みを奪った原発事故」2019 年 12 月号、「この村に帰ってくら

せるのか？驚愕の事実－飯舘村からの報告」2019年 7月号ほか 

・「【放射線量測定】飯舘村秋の恵み測定リポート」、月刊『政経東北』、2020年 1月 

https://note.com/seikeitohoku/n/n9eaae91f285b 

 ・東京新聞「こちら原発取材班」に東京新聞との共同調査の記事などが掲載 

氏  名  伊藤 延由さん 

助成金額 25 万円 

連絡先など  itou.nobuyoshi@lime.plala.or.jp 

助成のテーマ  福島県飯舘村の村民のための、放射能による村内環境汚染の実態調査 
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 (ご参考：高木仁三郎市民科学基金 役員一覧) 

● 理事会 

  代表理事  河合 弘之 弁護士、さくら共同法律事務所 所長 

  代表理事  高木 久仁子 

  理事  嶋津 暉之 水源開発問題全国連絡会 共同代表 

  理事  鈴木 譲  元 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

  理事  竹本 徳子 立教大学経営学部教育研究コーディネーター 

  理事  平川 秀幸 大阪大学 COデザインセンター 教授 

  理事  藤井 石根 明治大学 名誉教授 

  理事  細川 弘明 京都精華大学人文学部 教授 

  理事  山下 博美 立命館アジア太平洋大学アジア太平洋学部 准教授 

理事  吉森 弘子 元 生活協同組合パルシステム東京 理事長 

監事  中下 裕子 弁護士、ダイオキシン環境ホルモン対策 

国民会議 代表理事 

  監事  濱口 博史 弁護士、濱口博史弁護士事務所 

 

● 選考委員 (五十音順) 

安藤 直子 氏  東洋大学理工学部応用化学科 教授 

小澤 祥司 氏  環境ジャーナリスト、飯舘村放射能エコロジー研究会共同世話人 

佐藤 秀樹 氏  江戸川大学社会学部 専任講師 

関 礼子 氏  立教大学社会学部現代文化学科 教授 

玉山 ともよ 氏   有機農業、丹波篠山市原子力災害対策検討委員 

寺田 良一 氏  明治大学文学部心理社会学科 教授 

寺町 知正 氏  元岐阜県山県市議会議員 

原田 泰 氏  特定非営利活動法人 霞ヶ浦アカデミー 理事 
 

● 顧問（順不同） 

小野 有五 氏  高木基金 2002～2007年度 選考委員 

    北星学園大学 経済学部 教授、北海道大学 名誉教授 

長谷川 公一 氏  高木基金 2006～2011年度 選考委員 

      東北大学大学院文学研究科 教授     

大沼 淳一 氏   高木基金 2007～2012年度 選考委員 

元 愛知県環境調査センター 主任研究員 

藤原 寿和 氏   高木基金 2007～2012年度 選考委員 

      化学物質問題市民研究会代表 

貴田 晶子 氏   高木基金 2012～2015年度 選考委員 

    愛媛大学農学部環境計測学研究室 客員教授 

清水 鳩子 氏  高木基金 2001年 9月～2016年 5月 理事 

主婦連合会 参与 

福山 真劫 氏  高木基金 2001年 9月～2016年 5月 理事 

        フォーラム平和・人権・環境 代表 

松崎 早苗 氏  高木基金 2001～2006年度 選考委員、2012年 5月～2018年 5月 理事 

元 産業技術総合研究所 研究員、ダイオキシン環境ホルモン対策国民会議・理事 

上田 昌文 氏   高木基金 2013年度～2018年度 選考委員 

特定非営利活動法人市民科学研究室 代表 

大久保 規子 氏   高木基金 2013年度～2018年度 選考委員 

大阪大学大学院法学研究科 教授 

堺 信幸 氏   高木基金 2001年 9月～2015年 6月 理事、2015年 6月～2019年 6月 監事 

元岩波書店 編集者        
 

● 事務局 

  菅波 完   事務局長 国内担当プログラムオフィサー 

  村上 正子  アジア担当プログラムオフィサー 

  水藤 周三  国内担当プログラムオフィサー 

  白井 聡子  アジア担当プログラムオフィサー 

      山本 恭子  総務・経理担当



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高木基金の助成金は、会員や寄付者の皆様からのご支援に 

支えられています。ぜひ高木基金の会員になって、将来の 

「市民科学者」を応援して下さい。 

 

 

    維持会員会費  年間 10,000円 

    賛助会員会費  年間  3,000円 

 

    ご寄付の金額は、おいくらでも結構です。 

 

    会費・寄付の振込口座（郵便振替） 

    口座番号 00140-6-603393 

    加入者名 高木仁三郎市民科学基金 

 

 

高木基金は、東京都の承認を受けた認定 NPO法人です。 

高木基金へのご支援（維持会費・賛助会費・寄付）は、 

寄附金控除の対象となります。 
 


